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「消費者問題シンポジウム in 大阪」を開催しました 

○開催日時 平成 31 年２月２日（土）13：30～16：30 

○開催場所 アプローズタワー13 階貸会議室１・２号室 

（大阪市北区茶屋町 19－19） 

○主催 内閣府消費者委員会、全大阪消費者団体連絡会 

○後援 大阪府、大阪市、大阪弁護士会、大阪司法書士会 

 

「消費者問題シンポジウム」とは、 

 消費者委員会の委員が地方に出向き、消費者、関係各団体のみなさまの声に直

接真摯に耳を傾け、問題の解決に効果的に取り組むため、地方の関係団体や自治

体などと連携し、意見交換等を開催するものです。 

 
大阪でのシンポジウムの様子を紹介します。 

 
「消費者問題シンポジウム in 大阪」は消費者委員会と全大阪消費者団体連絡

会が主催し、「高齢者の消費者被害の防止に向けて」をテーマに平成 31 年２月

２日（土）、アプローズタワー13 階貸会議室１・２号室で開催されました。 

 

 

 
（会場の様子） 

 
当日は、大阪府、大阪市をはじめ近隣の府県市町村の消費者行政担当者や相談

員のほか、消費者団体、弁護士、司法書士、事業者、一般消費者など約 60 名の

方に御参加いただきました。 
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＜開会挨拶＞ 

冒頭、全大阪消費者団体連絡会の飯田秀男事務局長より、開会の挨拶をいただ

きました。 

 

 
（開会挨拶を行う飯田事務局長） 

 

「皆さん、こんにちは。本日は御多用中のところ、本シンポジウムに御参加を

いただきまして、本当にありがとうございます。 

このシンポジウムは、内閣府消費者委員会が開催地の消費者団体と共催をし

て開催するものでございます。今年度の開催は、ここ大阪市とさいたま市となっ

ているようでございます。そういう関係で、本日はまず、最初に登壇させていた

だいております。 

本シンポジウムの開催趣旨でございますが、１つは内閣府消費者委員会が地

方に出張しまして、その地域の取り組みを共有化する、あるいは持ち帰っていた

だきまして委員会業務に生かしていただく。これが１つでございます。 

２つ目は、きょう参加いただきました皆さん方の間で、地域の経験を共有し、

あるいは問題の解決に向けた処方箋を考え、今後の活動に生かしていただく。こ

ういう点にあるかと思います。 

本日のテーマは、「高齢者の消費者被害の防止に向けて」ということといたし
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ました。御承知のように、消費者相談の中におきます高齢者を当事者とする相談

事案、被害事案は、非常に大きな比重を占めております。大阪でも、高齢者の消

費者被害件数は高水準で推移をしておるところです。また、警察機関で把握して

いる特殊詐欺件数は、大阪は非常に多発をしている地域の一つになっておりま

して、全国でもトップクラスの件数あるいは被害金額が報告をされているとこ

ろです。 

大阪府警のホームページを見ますと、その被害についてですが、2016 年度が

1,833 件、被害金額が 52 億 6000 万円。17 年が 1,596 件、35 億 8000 万円。昨年

ですが、1,824 件、37 億 6000 万円の被害というふうに発表されています。本当

に「ほんまかいな」と目を疑うような被害件数、金額になっているところで、高

齢者の被害防止対策は待ったなしの状況になっていると言えるかと思います。 

本日は、消費者委員会の髙巖委員長の基調講演、それから、弁護士の川本真聖

先生の報告をお願いしております。その上で、後半は弁護士の薬袋真司先生のコ

ーディネートのもとで、大阪府消費生活センター課長補佐の足立百合奈さん、全

相協関西支部副支部長の黒木麻実さん、消費者委員会委員の蟹瀬令子さん、弁護

士の川本先生によるパネルディスカッションをプログラムとしております。 

このプログラムを通じまして、本日は大阪府域における消費者行政の取り組

み、とりわけ高齢者の消費者被害の現状と被害救済、防止のための取り組みを共

有化したいと思います。また、この間の法令改正を振り返りまして、高齢者の被

害救済、防止につなげるための課題を提起できればと考えているところです。さ

らに、高齢者の消費者被害の救済、防止のために、今後のあり方について皆様と

意見交換ができればと考えております。 

最後まで皆様の御参加、御協力をお願い申し上げ、開会の挨拶といたします。

どうぞよろしくお願いいたします。」 
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＜基調講演＞ 

シンポジウムは消費者委員会の髙委員長による基調講演「消費者委員会の活

動と高齢者の消費者被害の防止」で始まりました。 

 

 

（基調講演を行う髙委員長） 

 
「紹介いただきました髙といいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

きょうはこのような機会をいただきまして、大変光栄に感じます。まずここで

は、私がお話をさせていただくということになっておりますが、私自身としては、

全国でどのような取り組みを為されていかということをしっかり学び、また、ど

ういう課題を抱えておられるのかということをしっかり理解し、これを本委員

会に持ち帰って議論に反映させていただければと思っておりますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

それでは、皆さん方のお手元にあります資料に沿ってお話をさせていただき

ます。 

まず最初に、消費者委員会そのものがどういう取り組みをしているのかとい

うところからお話をさせていただきます。ここに今年取り組む課題ということ

で並べさせていただきました。ただ、消費者委員会は３つのことしかやっていな

いということではありません。ここでは、特に力を入れて取り組むものは、今の



5 
 

ところこの３つかなと思っておりまして、３つを挙げさせてもらいました。話は

主に１番目と３番目が中心になるかと思っているところでございます。 

ちょっと整理をしますと、１番目は、できるだけ早い、余り時間をかけないで、

できるだけ早く結論を出さなければいけない課題だと思っています。２番目、３

番目については、これは今年中になかなか整理ができないかもしれませんけれ

ども、何とか方向をきちんと示したいと思っているものです。そういう意味で、

中期的な目標として掲げているものだと理解していただければと思います。 

１番目は、いわゆる預託商法についてです。これに関しては、全国の弁護士会

等から、消費者委員会にいろいろな御意見を頂いておりますが、なかなか対応が

進んでいないことに御不満を持っておられる方もいらっしゃるのではないかと

思います。この問題については、二之宮事務局長の言葉なのですけれども、平成

の終わりとともにこういったジャパンライフのような、いわゆる預託商法は撲

滅する、抹殺をする、あるいは息の根を断つという気持ちで臨んでおりますので、

今少し時間を頂ければと思います。これが１番目。 

２番目は、今までも当然議論はしてきたのですけれども、もう一度、本腰を入

れてこの問題を考えるかということで、専門調査会を立ち上げる予定です。本腰

という意味は、ここに書きましたように人口の減少、高齢化、社会保障費の増大、

これらが避けられない中で、例えば、交付金をもっとふやすことができないかと

いう議論だけではなく、明らかに地方の消費者行政がしぼんでいく中で、一体、

何をやらなければいけないのかということを中期的な視点に立って、例えば、５

年ぐらい先を見据えて、どういう方向に行くべきかという議論をしなければい

けないと思っております。 

３番目に書いたものでございますけれども、これも中期的、長期的に考えて、

それなりの報告書をまとめたいと思っております。我々としては３月ぐらいに

まとめたいのですけれども、もう少し先に延びる可能性もありますので、余りは

っきり３月だと言うつもりはありません。 

消費者法分野におけるルール形成のあり方についてということで、今、ワーキ

ンググループを立ち上げてずっと議論してきておりますけれども、ここは何を

やろうとしているのかといいますと、今から 15 年前、既に 16 年前になるので

しょうか。2003 年に国民生活審議会が「21 世紀型の消費者政策の在り方につい

て」という報告書を出しました。随分前ですけれども、それをつくってすぐ何か

変化が起こったかというと、すぐに変化が起こったわけではないのですが、その

ときにグランドデザインを設計したことで、その後、消費者行政に関連し、様々

な変化が起こってまいりました。 

例えば消費者の側においては、これは比較的早かったのかもしれませんけれ

ども、適格消費者団体というものがここから設置できるようになっていった。行
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政については、横断的な消費者行政を展開すべきだという報告書の柱だったの

ですけれども、その後、2009 年に消費者委員会もそうですね。今年で設置から

10 年になりますが、消費者庁、消費者委員会というものが設置されることにな

った。 

事業者においては、15 年前のグランドデザインの中では、事業者に対しては

自主行動基準を策定してはどうかと提案しました。しかも、それは単なる文書で

はなく、具体的に会社の中で機能するような仕組みまでつくるべきだという提

言をしました。当時を思い出しますと、国民生活審議会だけの議論だったのでは

ないかと思われるかもしれませんけれども、当時、内閣府での審議の傍聴席でい

ろいろな省庁の方がその話を傍聴しておりまして、その後、大きな変化が起こり

ました。実は、当時、私はほかの省庁の議論にも参加させてもらっていたのです

けれども、経済産業省、厚生労働省、国土交通省、文部科学省など他省庁でも同

じような議論が始まりました。一番わかりやすいのが2006年の会社法でしょう。

内部統制の構築義務とか、そういったものが一気に整理されていきました。 

15 年前のグランドデザインというのは、私はそれなりの役割を果たしたと思

っております。ただ、それでこのまま 21 世紀もずっといけるのかというと、そ

うでもないだろうと感じております。そこで、３番目として新たなグランドデザ

インを考えようということになったわけです。これも注意して発言しなければ

いけないのですけれども、基本的に消費者委員会がこういう方向でいくという

ものを現在議論しているということです。ここに書いたもので、すぐに消費者庁

や他省庁に対し、法改正を求めていくというものではありません。このことは、

誤解のないよう申し上げておきます。 

今、３つ柱があると言いましたけれども、１番目のところからお話をいたしま

す。預託法について、法改正あるいはいわゆる預託商法にどうやって対処するか

ということを考えていかなければいけないのですけれども、いろいろ悩んでお

りますので、休憩時間でも結構です、皆さん方からお知恵をいただければと思っ

ております。 

最初に整理をしたいのですが、これは皆さん方も御存じでしょうけれども、ジ

ャパンライフなどに見られたビジネスの特徴といいますか、事業の特徴という

のは、商品の販売と預託というのが一体的に行われる。販売するとともに預かる

ということを事業者がやっていた。だから、消費者には、その預かった商品が実

際にあるのかどうかということが、なかなか分からない。 

それから、３番目に書きましたけれども、消費者がそれを確認できるかという

と、確認できる術もないということです。 

４番目に書きましたけれども、被害者による申告が少ない。被害に遭いました

という声が出てこない。基本的に配当が続いていれば被害は顕在化しない。さら
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には、これは何かおかしいなと思って疑問を持った人でも、会社側に要求して返

金してもらえれば、そこで自分の問題は決着したということで、そこから声は出

ないということ。そういう意味で、被害者による申告が非常に少ないということ

です。 

５番目に書きましたけれども、その結果、被害は拡大していく。 

きょうの高齢者の消費者被害の防止というところと関連してきますけれども、

いわゆるジャパンライフの事件においては大変多くの高齢者の方が被害にあい

ました。この方々は、６番目に書きましたけれども、被害に遭っても基本的にな

かなか申し出をしない。被害に遭ったということがわかったと言ったらいいの

でしょうか、自覚できたとしても、なかなかそれは家族には言えないということ

で、声に出さない。さらには高齢のため、もう今さらここから裁判で争うとか、

そんな心理的な負担を負いたくないということで、声に出さないということで

す。これでは、同種の問題を完全に撲滅することができないことになります。 

これに関しては、当然、まず預託法の改正ということを考えなければいけない。

そのように思っていたところですけれども、全国の弁護士会からいろいろな意

見をいただいております。一番多かったのが、金融商品取引法の集団投資スキー

ムとして位置づけたらどうかという意見です。問題点というのは、そもそもこう

いった業者の参入規制がない。事業者による主務省庁に対する定期的な報告義

務が課されていない。それから、主務省庁に破産申し立て権限がないということ。

消費者庁にはそれがないということ。それを②に書きましたけれども、金融庁の

所管とすれば、金商法の中に位置づければ、それらの問題は解消する。だから集

団投資スキームとして位置づけるべきだという意見をいただいておりまして、

まさにそのとおりだと思っております。 

ただ、そう思いながらも、いろいろ悩みや限界も出てきております。二之宮事

務局長が注意して私の発言を聞いていると思いますので、余計なことを言って

はいけないと私も思っているのですけれども、こういう悩みがあって、こういう

考え方もあり得るのではないかということだけ、お話させてもらいます。 

法改正の議論をするときに、私はまだ１年ちょっとしか、この仕事をやってい

ませんけれども、反論する方の主張はおおよそ決まっていると感じております。

１つは、行政の側は、これ以上、大きな政府はつくれないという。例えば、集団

投資スキームで行けば、金融庁がさらに大きくすることになりますよね。このた

め、政府側からは「大きな政府は避けるべきだ」、こういう反論が必ず出てきま

す。それから、事業者側からはいろいろ出てくるのですけれども、一番わかりや

すい反論は新たなビジネスの芽を摘んでしまうことになるというものです。こ

の２つの反論が必ず出てきますので、まず、新たなビジネスの芽を摘むという主

張に対しどう答えるかということを考えておかなければなりません。これに関
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し、レジュメを用意させてもらいました。 

新たなビジネスとは、特に預託に関して事業者の方々あるいは経済界の方々

が想定されるのは、シェアエコノミーの話でございます。シェアエコとはどうい

うことかというと、例えばキャンプ用品を売っている会社とか、あるいは高級バ

ッグを売っている会社が一般の消費者に商品を売ります。購入した人たちはキ

ャンプで使う、あるいは外出するときにバッグを使うとか、利用するのですけれ

ども、大半の時間はほとんど使わないとしまう。ここに、キャンプ用品やバッグ

を利用したいという人が出てくれば、それを貸してあげようと考えるわけです。

つまり所有権は、自分にあるけれども、それを利用したいという人がいれば、そ

の人に利用してもらうことにする。こういう、所有者と利用者の両者をつなぐビ

ジネスが、シェアエコノミーということになり、その両者をつなぐ事業者がプラ

ットフォーマーとなるわけです。では、プラットフォーマーの仕事は何かという

と、その両者の間、所有者と利用者の間をつなぐことに尽きます。取引の契約と

か決済の代行、安全性の担保などをやることです。 

預託の話をすると、このシェアエコノミーでビジネスを始めようとする事業

者の可能性を潰してしまう、必ずこういう反応が出てきます。その次に書きまし

たけれども、ジャパンライフのようなビジネスは、私は、プラットフォーマーに

あたらないと思っています。それは、利用者と所有者がお互いに貸してあげたい、

借りたいという人がいて、その間に入ってビジネスをやったというよりも、むし

ろレンタル業に近いのではないかと思います。もちろん、ジャパンライフ が正

式なレンタル業をやっていたとは言えないのですけれども、形とすれば、レンタ

ル業を装っていたと考えるほうが現実に近いと考えます。

では、レンタル業とは何かというと、主要目的は自分で資産を所有し、それを

使用したいという人に貸してあげる。本来であれば、金融機関からお金を借りて、

そのお金でもって品物を揃え、これをお客様に貸す。例えば自動車であれば自動

車を購入しておいて、レンタル業者はそれを保有しておいて、自動車を使用したい

という人に貸してあげるということです。繰り返しますが、最初のお金の調達は

どうするかというと、金融機関から借りてくる。そのお金でもって資産をそろえ、

その資産を誰かに貸して利益を上げる。これが通常のレンタル業です。 

最後の③に書きましたけれども、ジャパンライフのような預託業者は、基本的

に、レンタルするものを保有しておいて、それを使用したいという人にレンタル

することになっていました。このとき、レンタル業であるながら、本来、資金調

達をするのは金融機関からなのでしょうけれども、金融機関はお金を貸してく

れない。そこで、ジャパンライフは、預託という仕組みを使い、実質的に、一般

の消費者からお金を調達したということです。 

いろいろと細かいことを言いましたが、何でこういうことを言っているかと



9 
 

いうと、ジャパンライフは、被害者から出してもらったお金を売上計上していた

のです。レンタル商品を揃えるために出してもらったお金であれば、本来、負債

計上しなければならないのですが、ジャパンライフ は売上として計上していた

わけです。多分、負債に計上しなかったのは、負債計上すれば、負債額が大きく

なり過ぎて、開示義務が生じてくるからだったのではないでしょうか。単純に言

うと、200 億円を超えたら、公認会計士の監査、会計監査人による監査義務が生

じてきます。それを嫌い、売上計上していたのではないかと思うのです。 

何を言いたいのかといいますと、こちらが正しい方向かは分かりませんが、こ

ういった様々な問題も整理した上で対応していかなかったら、いわゆる預託商

法の撲滅は、非常に難しいということです。今、言いました公認会計士の監査と

いうのはどこまで有効かわかりませんけれども、何でこういう方法があるとい

うことを申し上げているかというと、金融庁の検査が可能になれば、持続的にモ

ニタリングができるという意見が弁護士会から出ております。おっしゃるとお

りなのですけれども、先ほどの反論、「これ以上、政府を大きくすることができ

ない」ということになるのだったら、民間の力を使ったモニタリングの仕組みも

一度は検討してみる必要があるということです。例えば、会計監査人監査を義務

づけることで、モニタリング機能を働かせる可能性も検討してみる必要がある

ということです。 

もう一つ、集団投資スキームを提案される方々は、最終的な被害回復の仕組み

についても提案されています。金融庁には破産申立権限があるから、資産の散逸

などを防ぐことができるという御提案だったと思うのですけれども、いわゆる

被害回復のところについては、別のアプローチもあるのではないかと感じてお

ります。 

そもそもこういったスキーム、後でパネルの中で御提案をいただけるのかも

しれませんけれども、そもそもジャパンライフのような、あるいは安愚楽のよう

な、ああいう詐欺的な商法そのものを犯罪として位置づけるという手もあるの

ではないかと思っています。 

さらにもう一つ考えたいのは、それを犯罪と位置づけた上で、組織犯罪処罰法

という法律がありますが、これを同法の適用対象とすることです。組織犯罪処罰

法では、犯罪収益は全て没収することになります。今回のジャパンライフ事件で

は、被害に遭った方々、特に高齢者の方々がそうですが、被害に遭った方々は声

を上げない。声を上げない限り、民事では、被害回復はできません。しかし、組

織犯罪処罰法の適用対象となれば、被害者が声を上げなくても、犯罪収益を没収

できるわけです。この意味で、この行為そのものを一度、犯罪として位置づけ、

さらには組織犯罪処罰法の対象となるよう法律を整備すべきではないかと考え

ておりますが、これは、事務局長が今、一生懸命考えてくださっているところで、
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私としては、そのように対応していただけるものと期待しております。 

仮にそれで犯罪収益とか、あるいはその収益から発生した果実、そういったも

のを没収できるとすれば、被害に遭った方々に当然返金することになるでしょ

う。ただ、被害を申し出ない方も出てくると思います。その時には、これを今後

の消費者被害防止のための基金として残すこともあるのではないかなと思って

いるところです。 

以上が１番目のところのお話でございます。 

それから、３番目の話をいたします。消費者法分野におけるルール形成のあり

方ということで、現在、ワーキングで議論を進めております。まず、最初にこう

いった項目を並べました。これは、報告書のおおよその柱です。まず、民事ルー

ルと行政規制のあり方をきちんと整理しようと考えています。その背景にある

のは、推測がつくかと思いますけれども、16 年、18 年の消契法の改正の中でい

ろいろ議論がありまして、気づいてみたら消契法が特商法みたいになってしま

っているという反省です。ここを一旦、整理しておきたいと考えています。行政

規制というのは、基本的に行政処分を下す場合、権力の濫用ということにならな

いよう、処分の根拠をかなり明確にしておかなければなりません。その結果、行

政規制というのはかなり具体的な内容になってくる。本来、こういう方向で規制

ルールが作られる。 

これに対し、民事ルールは、今回、かなり具体的な内容となったのですけれど

も、具体的になった理由というのは、事業者側も自分のところには適用されたく

ない。だから、できるだけ問題となっている事業者だけに、あるいはそのやり方

だけに適用されるよう、具体的な内容に持って行こうとした。同時に消費者側も、

特に相談現場の方々も、消契法をできるだけ使いやすいものにして欲しいとい

う気持ちがあり、具体的な書きぶりとなっていった。その流れを認めつつも、他

方で、これだけ社会が変化する中で、その変化に柔軟に対応するには、ある程度

の抽象性を持った、包括的な規定を揃えた民事ルールが必要になると感じてい

ます。たまたま今、GAFA に関係する本を読んでいて、なるほどと思ったのは、

皆さん方は御存じかもしれませんけれども、Facebook で「いいね」を 150 集め

ると、その人物がどういう人物かということがパートナー、伴侶、奥さん以上に

よくわかると言います。何に「いいね」をしたか、150 個を見ればわかるという

のです。さらには、300 個わかれば本人以上に本人のことがよくわかると言って

います。現在はそういう時代なのです。ネットで「いいね」を発信すること自体

が他人に伝わる社会その個人情報がいろいろなところで使われる社会になって

いる。このように、社会が激しく変化する中で、新たな状況が生まれる中で、紛

争を解決したり、被害を救済したりするには、民事ルールは、ある程度の抽象性

を持っていなければならないということです。またこれを意識して、包括ルール
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というものをきちんと規定していかなければいけないということです。 

２番目でございますけれども、適格消費者団体の方々は大変御苦労をされて

いると思います。消費者法、特商法、食品表示法、景表法、それぞれ関連すると

ころで差止の活動をやっていただいているわけですが、これは消費者一般の利

益、全般の利益のために活動されていて、差止判決の効力は全国に及ぶわけです

ので、私は公的なお仕事をやっていただいていると思っております。 

多くの方がそう思っているのですけれども、これが持続可能な形になってい

ない。ここは改めてきちんと整理しなければいけない。そう思っていながら、こ

れを明確に整理した文章はない、方向性を示していないという意味で、この報告

書にそれを示したい。差止をやればやるほど財政的に苦しくなっていくという

ことでは、適格消費者団体は活動を持続できないわけです。この点を明確にして

おきたいと思っています。 

３番目の特定適格消費者団体に関する活動も、不実告知でもって取り消しに

当たるのではないかということで、例えばイソフラボン関係で返金を求めたと

ころ、それなりに応じてくださる事業者もいたのでしょうけれども、その全体像

はよく見えない。きちんと返金しているのかどうかはよく分からない。また特定

適格消費者団体としてこういう活動をやっていただけるのはありがたいのです

が、結局、事業者が返金すれば、被害者にお金は戻りますが、返金を申し入れた

団体には何も入ってこない。もちろん消費者被害を減らすという意味では、これ

は意味のある活動でしょうけれども、これを続けていれば、特定適格消費者団体

の活動も財政的に持続しないことになります。さらには訴訟を起こして、２段階

訴訟で共通義務を確認して、そこから先へ進めるかというと、その段階で事業者

と消費者が和解すれば、特定適格消費者団体にはお金は入ってこないし、また別

の団体がもっと安くやりますと言って、２段階目から参加してくれば、第１段階

で苦労された特定適格消費者団体は報われないことになります。このような問

題点をきちんと整理したいということでございます。 

ここから先は、ルール形成の報告書をつくっている中で、私自身がこういう方

向を考えてもらいたいという内容となります。事務局側がどこまで取り込んで

くれるかはよくわかりませんけれども、こういう方向に行きたいということを

述べさせてもらいます。特に行政資源がどんどん削られていく。予算だけではな

くて人も少なくなっていくという状況の中で、あるいは歳出として社会保障関

連が増えていくという流れの中では、消費者行政はこういう方向に行くべきで

はないか、ということを述べさせてもらいます。特に行政規制における執行につ

いては、こういう形にしていくべきではないかと思っていることを整理させて

もらいます。 

まず事業者というものを５つに分けてみました。かつては３つに分けていた
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のですけれども、１年間、仕事をさせてもらい、むしろ５つに分けて問題を考え

なければいけないなと思うようになりました。良識的な事業者、中間的な事業者、

無関心の事業者。無関心と良識の間に中間的な事業者というものを置きました。

それから、脱法的な事業者、そして最後に、これは事業者ではありませんが、詐

欺集団と言うのでしょうか、オレオレ詐欺のような団体。 

それぞれの事業者（３番目までの事業者）が自分のところに問題があることに

気づいたときにどういうふうに対応するかというと、①の良識的な事業者は、そ

の事実があればこういうことがあるんだということを確認した上で、影響を受

ける方に対する情報の開示もやるでしょうし、それから、所管庁にも報告する。

これに対して第３番目の事業者は、先ほど言いました無関心の事業者ですけれ

ども、基本的に気づいても何もしない。所管庁から指摘があれば是正に応じると

いう程度だとと思っています。②の事業者というのは、③ほどではないけれども、

①に続いて高い確率で自身の問題を発見する、内部管理の仕組みがありますの

で問題を発見しますが、すぐに報告するかといえば、それほど積極的には動かな

い。どちらかというと、問題を先送り、解決を先送りする傾向にある。これが①、

②、③の事業者ということです。 

こういう①、②、③事業者を前提にした場合、行政のパフォーマンスはどうな

るか。おそらく、パフォーマンスは、なかなか上がらない。②、③の事業者の問

題行為を行政側が見つけるのは容易でない。大きな政府であれば問題を見つけ

られると思うのですけれども、行政資源というのは豊富ではございません。厚労

省の統計問題について、事実関係はよくわかりませんけれども、厚労省の方に来

てもらっていろいろ説明を聞いておりますと、私の個人的な印象ですが、大変モ

ラール（士気）が下がっているという印象を持ちました。モチベーションが落ち

ている気がするのです。それは何かというと、仕事の量が大変な勢いでふえてい

るのに対し、人はそれほどふえていない。仕事だけがふえているという状況があ

る。その結果、ああいった問題が起こったのではないかと感じています。だから、

けしからんという議論は結構ですが、もっと根本的なところで、行政のパフォー

マンスを上げる仕組みの議論をしなければいけないと思っております。①、②、

③の事業者がいた場合、今のままやっていくとなると、行政の管理コストはます

ます上がっていくと思います。その理由は②、③の事業者の問題を見つけて、是

正を求めることはほとんど困難だからです。 

②、③の事業者は、ある意味、管理コストを抑えているわけですから、①の事

業者よりもマーケットでは優位に立つことができます。そうすると①の事業者

というのは、皆さん方も推測がつきますとおり、諸官庁に報告すること。これが

ばかばかしくなり、報告を疎かにするようになるかもしれません。そうなると、

行政のパフォーマンスは益々悪化することになる。 
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５）に書きました。法改正の議論が順調に進まない理由というのは、先ほども

消契法のところでお話しましたけれども、問題を起こしている事業者は④ある

いは③、この辺の事業者が問題を起こすわけです。消費者団体は、恐らく③、④

を意識してこういう改正をすべきだという提案をされます。仮に法改正をして

規制強化をした場合ですけれども、③、④の事業者はそれほどの痛みは感じない。

言われれば直すけれども、自分たちで法改正のゆくえを見ながら、主体的に体制

を整えていくというようなことは、まずもってないからです。 

３番目に書いたのですけれども、結局、新たな法改正の議論を踏まえて社内で

対応していくところ、お金をかけてやるのは①と②の事業者です。法改正の議論

に参加してくるのは①の事業者ですから、自分のところだけコストがかかるこ

とになるため、基本的に反対するわけです。このため、例えば、自分のところに

消契法が適用されることのないよう、消費者団体などが問題にしている③、④の

事業者に適用されるよう、その事業者に、あるいはその事業者のやり方に適用さ

れるよう、規定を具体的に書き込むよう、事業者①は求めることになります。 

④に書きましたけれども、民事ルール改正の議論をやるときというのは、事業

者は予測可能性、自分にではなく、あっちに適用されることをわかるようにして

くれと求めます。それから、①の事業者は、③、④の事業者に厳正に適用・執行

されるよう求めることになります。 

そうすると、６番目に書いたのですけれども、今後、消費者委員会が法改正に

ついていろいろ意見を具申する場合、こういうところを考えなくてはいけない

のではないかということになります。それは、①の事業者がメリットを感じるよ

うな仕組みであること。すると、②の事業者、さらには③の事業者も①の事業者

に追随するようになる。また、そのような仕掛けが欲しいということです。行政

そのものが問題を発見できないのだったら、事業者側が協力してもらえる仕組

みをつくるほうが合理的だということになります。それでもって、行政資源に余

裕ができれば、今度は、④、⑤さらには③に対して、より厳しいペナルティーを

科していくこともできるようになります。 

今、こういう話をしたのは、15 年前の国民生活審議会の答申の中でも同じよ

うな提案をしているからです。当時の報告書の中に、アメリカの連邦量刑ガイド

ラインというものがございまして、そういうアプローチを採用すべきだと述べ

ています。当時スローガンになっていたのは、小さな政府をつくるということ。

大きな政府から小さな政府、それから、事前調整から事後チェックに移行するこ

と。そういう行政にシフトさせるなのであれば、この連邦量刑ガイドライン的な

アプローチが不可欠だと提案しておりました。 

簡単に言うと内容は、連邦量刑ガイドラインは、刑事罰を決定する際に用いる

ものなのですけれども、それは、企業の悪質度に応じて（基準罰金額に対し）掛
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け算をしていき、最終的な罰金額を決定するという手続きです。悪質度を測るも

のとしていろいろ書きました。不正に関与した人がどういう人なのか。上の人が

関与していれば掛け算、有責点数が大きくなるということです。 

３）に書きましたけれども、これを用いたことで、アメリカはどうなったかと

いいますと、裁判所が決定する最終罰金額の幅は、最低を１とした場合、最大は

80 となりました。済みません、これも言っておかなければいけない。そもそも

何でこんなものができたかというと、アメリカの連邦裁判所の判決内容が余り

にも幅があり過ぎて、恣意的になり過ぎているとの批判を受けたためです。そこ

で、判決に一貫性を持たせるため、量刑委員会というものを議会がつくって、そ

の委員会がこのガイドラインをつくったわけです。これで企業にしてみれば予

測可能性が高まっていきました。そして、②に書きましたけれども、コンプライ

アンス体制をきちんと整備することになりました。整備されていれば、ペナルテ

ィーも小さくなったからです。これに呼応して、③に書きましたけれども、行政

のパフォーマンスも一気に改善されました。刑事罰だけではなくて、行政罰とい

うものもございますけれども、行政罰を決定する際に、例えば、調査協力をいた

だけないのだったら、法廷で争うことになり、最終の刑事罰（罰金額）はこれぐ

らいになります、と企業側に示すことができるようになりました。結果、企業側

の協力をもらいながら、行政はより効率的に、和解や起訴猶予合意などを駆使し

ながら、問題を解決できるようになりました。 

日本における処分ガイドの応用可能性なのですけれども、私は十分にあると

思っております。４）の中の③のところです。そもそも行政処分というものは恣

意的な運用をしてはいけないということになっていますから、むしろガイドラ

インを明確にして、こういう場合にはこれぐらいの行政処分を行うということ

を明確にしておくほうが、行政規制の趣旨にかなうと思っております。 

ただ、次のページですけれども、行政規制、こういう言い方をしますと、行政

組織全般に量刑ガイドラインのようなもの、仮にこれを「行政処分ガイドライン」

と呼びましょうか。行政処分ガイドラインというものを行政組織による処分全

般に対して適用するのかというと、それは無理な話だと思います。行政組織全体

を巻き込んで議論することは、不可能だと思います。 

先ほど言いましたように、15 年前の国民生活審議会でこういう提言をしたわ

けですが、結局 15 年間、それは「いいよね」という話はあったけれども、なか

なか進まなかったのです。ただ、２）に書いたところですけれども、消費者行政

の分野で非常に親和性のあるところで行政処分ガイドラインのような発想を持

ち込むことは可能であると思っております。 

親和性を持つ分野というのがここに書きましたけれども、景表法における課

徴金制度でございます。課徴金制度はまだできてわずか２年、３年で、まだ議論
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は早いかと思いますけれども、この議論は早目に始めなければいけないと感じ

ているところでございます。 

課徴金制度に関連し、行政処分ガイドの考え方を入れるのがよろしいのでは

ないかと言っているわけですが、そもそも、これは全く新しい発想ではなくて、

ここに書いておりますとおり、既に同じような発想で、課徴金制度の中には、幾

つかの条項が入り込んでいます。１つは自主申告があれば課徴金は２分の１に

します。できるだけ自主的に申告してくださいという仕組みが既に入り込んで

いる。ただ、残念ながらそれを利用している人はほとんどいないということです。 

もう一つは、返金した場合には、返金額は課徴金より免除することになってい

る。減額するということになっているのですけれども、これを使う事業者も、現

状、ほとんどおりません。返金するぐらいならむしろ課徴金を払ったほうがいい

という誤った解釈が広まってしまっているからかと思います。 

つまり、課徴金制度の中にある２つの仕組みを使えば、課徴金の額は小さくな

りますよということで、事業者側の協力を促そうとしているのですが、現行法と

それに基づく今の制度では、思うように事業者は動かず、結局、次の２つの目的

にかなっていません。１つ目は、行政のパフォーマンスを改善するということ。

自主申告とか返金とかをすすんでいる事業者がおらず、行政の負担を軽減して

いないわけです。２番目は、事業者側の内部統制整備を促すこと。これについて

も、これまでの体制と余り変わりがないということです。 

４）に書きましたけれども、何でなかなか進まないのかというと、せんだって

日産の不服申し立てがありまして、最終的に「相当な注意を払っていなかったと

までは言えない」という結論になってしまいました。今の課徴金制度はイチゼロ

でしか判断できないのです。オール・オア・ナッシングで考えるわけです。実際、

相当な注意を払っていたかどうかは、イチゼロで判断できないはずです。例えば、

柔軟な仕組みであれば、10％ぐらいの過失はあったという結論だってあり得た

でしょう。ですから、課徴金制度における判断では、イチゼロで考えるのではな

くて、幅を持たせて判断をする仕組みが必要なのです。 

具体的にどういうことが考えられるか。これは結論ではないのですけれども、

こういう方向で議論してほしいと考えています。多分、消費者庁のほうとしては、

こういった議論に対して抵抗を示されるかもしれませんが、皆さん方にも、こう

いう方向で行くべきだと声を上げていただければありがたいと思っています。 

まず、今は売上高の３％に対して課徴金をかけるという仕組みですけれども、

そもそも課徴金そのものが、この３％が低過ぎるという議論もありますが、一気

にその議論にまでいくと、かなりの抵抗が出てきますので、まず、幅を持たせて、

例えば１～５％にする。もっと幅を持たせたければ、0.1～5.9％でも結構です。 

それをやった上で、プロセスの評価をする。プロセスの評価というのは、事業



16 
 

者側が自主申告をしたか。内部の監査でもって問題を発見し、これを主体的に言

ってきたのか、調査に協力的だったか、あるいは責任を早い段階で受け入れたか。

こういう姿勢をまず評価した上で、この中のいずれかがイエスであれば、さらに

進んで、会社の中の内部管理の体制がきちんとできていたかを評価する。こうす

ることで、つまり、プロセスを評価して、さらに体制を評価してあげれば、恐ら

く行政のパフォーマンスは大きく改善されることになると思っておりますし、

事業所側の体制整備も進んでいくと考えております。 

こういう報告書がまとまるかどうか、まだ結論は言えませんけれども、既に

2014 年６月の消費者委員会の答申の中でも、同様の議論が為されておりました。

議論はしていたのですけれども、最終的に時間切れとなって、こういった中身は

盛り込まれませんでした。ですから、これらの考え方を報告書にまとめ、今後、

進むべき方向として示したく思っております。 

御清聴ありがとうございました。」 
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＜報告＞ 

 髙委員長の基調講演に引き続き、弁護士の川本真聖様より「被害防止のための

連携と近時の法改正」について御報告をいただきました。 

 

 
（報告を行う川本弁護士） 

 

 「弁護士の川本です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 私は、大阪弁護士会の消費者保護委員会に所属をしておりまして、弁護士会の

消費者保護委員会高齢消費者被害対策プロジェクトチームというところの座長

をさせていただいております。その関係で、大阪府内の門真市の消費者安全確保

地域協議会の構成員をさせていただいておったり、大阪府の特殊詐欺対策審議

会の委員をさせていただいております。そういうことから今回、お話をさせてい

ただく機会をいただいたと思っております。限られた時間ですし、拙い報告にな

るかもしれませんけれども、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私の話なのですけれども、資料の 25 ページを見ていただけますでしょうか。

レジュメをここから用意しております。25 ページから 29 ページまでがレジュメ

になっておりまして、30 ページから 34 ページ目までが前にスライドを映してい

ただいているのですけれども、その一部を抜粋したものになっています。その後、

35 ページから 61 ページまでが資料としてつけております。資料には全部触れる

ことはできないのですけれども、また読んでいただいたらと思います。 

 本日のテーマですけれども、大きく２つお話したいと思っています。１つが被

害防止のための連携ということで、見守りネットワーク的な話をさせていただ

きたいと思います。もう一つが近時の法改正ということで、特定商取引法と消費
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者契約法の近時の改正について少しお話をさせていただきたいと思っておりま

す。 

 まず、被害防止のための連携ということで、レジュメを見ながら聞いていただ

いたらと思うのですけれども、見守りネットワークの構築ということが言われ

ておるわけでございますが、その肝となるのが連携という言葉かなと思います。

連携という言葉なのですけれども、役所の内部における、行政内部における部門

間の連携、それから、外部の機関との連携、こういった２つが考えられるのかな

と思います。 

 連携について少し確認を皆さんとしていきたいと思います。まず、連携の必要

性ということで書かせていただいたのですけれども、なぜ連携が必要か。１つは

消費者行政のほうから言いますと、人的資源の限界ということがあるように思

います。高齢者の被害予防のために、高齢者に被害の手口とか実態とかを知って

もらうというのが１つポイントとしてあると思うのですけれども、消費者行政

のほうから、例えばインターネットで被害の手口を発信したりだとか、あるいは

市の広報誌に載せるということもあると思うのですが、なかなかこれを高齢者

が読んで理解してくれるかというと、そういうわけではないのかなと。身につか

ないということがあるのかなと思います。 

 この点ですけれども、やはり高齢者の近くにいる人々が日常的にその話題に

触れていただくとか、あるいは例えば訪問販売お断りステッカーであったりと

か、そういったツールを近くで紹介していく。こういう活動が必要なのかなと思

います。そうすると、消費者行政部門と高齢者の周りにいる方々との連携が必要

だと、こういうふうになるのかなと思うところでございます。 

 次に、連携を高齢者部門の側から見ていった場合ですけれども、高齢者の消費

者被害の予防というのは、もともと本来的に高齢者福祉部門の課題でもあると

いうことを一つ確認することが大事かなと思います。２つ、権利擁護事業と地域

包括ケアシステムというふうに挙げさせていただきましたが、前に先にスライ

ドを出してしまったのですけれども、特に高齢者福祉部門でいいますと、地域包

括ケアシステムというものを進めておられます。これは概念図ということで、地

域包括ケアシステムとは何ぞやというのは、25 ページのレジュメの脚注２に定

義のようなものを書いております。高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目

的のもとで、可能な限り住みなれた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで

続けることができるように、地域の包括的な支援・サービス提供体制を整える。

こういうことを目指しておられるわけですけれども、前の概念図なんかには医

療関係のことを中心に書いております。例えば消費生活というのは、高齢者が日

常生活を営む上で当然、たくさん起きてくるわけでございますから、消費生活の

安全とか安心といったものが確保されなければ、この地域包括ケアシステムは
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成り立たないのではないかなと思うところでございます。 

 実際に、大阪府に堺市というところがございますけれども、地域包括ケアシス

テムの推進のロードマップというものがあるのですが、そこには認知症高齢者

についての消費者被害の予防が明確に記載をされている。こういった例もござ

います。 

 次に連携の目的というか役割を少し見たいと思います。これも２つの側面を

挙げることができるのかなと思うところです。その２つというのは、検討におけ

る連携と、行動における連携と、２つあるのかなと思います。前に簡単な図をつ

くってみたのですけれども、まず検討における連携なのですが、見守りネットワ

ークを構築すると言っても、これは地域によってまちまちだと思うのです。被害

の体制であったりとか、高齢化率であったりとか、地域住民の状況も例えば自治

会の加入率だとか、そういったものが非常にばらばらなところで、地域の状況を

知った人々と一緒にどういう施策が必要なのか検討しなければ、効果的な施策

の実現は難しいのではないかと思います。この検討における連携、役割というの

は、消費者安全確保地域協議会に一つ期待されるところではないかなと思って

いるところです。 

 次に、行動における連携ですけれども、これは実際の見守り活動というのがま

さにそれかなと思います。多数の人々、組織が関与することで、より幅の広い活

動ができるという利点もあるように思います。こういうふうに見守りネットワ

ークの構築においては、施策の決定、行動、二面的な連携が不可欠なのではない

かと思っているところです。 

 総論的な話はこのくらいにしまして、次に大阪府内における連携の取り組み

として、大阪弁護士会の関与している活動を紹介していきたいと思います。その

まず１つ目が「地域で防ごう消費者被害大阪交流会」です。これを御紹介します。 

 資料１というふうにレジュメに書かせていただいておるのですけれども、私

のミスで、先ほど紹介した 35 ページ以降の資料を指しているのですけれども、

資料に番号がつけられておりません。番号を指定する時間がもったいないので、

申しわけないのですが、35 ページが資料１ということで、その後、順次つけて、

また見ていただいたらと思います。済みませんけれども、よろしくお願いいたし

ます。 

 それで、この「地域で防ごう消費者被害大阪交流会」なのですけれども、平成

29 年３月に大阪弁護士会で、「地域で防ごう消費者被害 in 大阪」というシンポ

ジウムを開催いたしました。これはチラシで見にくいのですけれども、何かとい

うと、たくさんの関係機関、関係団体に登壇をいただきました。そして、たくさ

んの関係機関、団体にこれでもかというぐらい後援を必死にいただきまして、要

は、連携を図るシンポジウムというところでやらせていただきました。ただ、こ
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れは１回だけで終わっては、できかけた連携がなくなってしまってもったいな

いということで、弁護士会で半年に１回、交流会を実施してきているところでご

ざいます。資料１とか２とかにそのことに関する記事が入っておりますのでま

たごらんください。 

 交流会なのですけれども、今回の実施状況は、通しの 26 ページにこれまでの

開催状況として紹介をさせていただいております。大体参加をいただいている

のが、大阪府さんとか大阪市さんとか堺市さんとかの消費者センターさん。大阪

府の治安対策課という特殊詐欺の予防に関する部署、大阪府警さん、社会福祉協

議会さん、老人クラブ連合会さんとか高齢者の団体ですね。防犯協会連合会、消

費者団体などですね。弁護士も何人か来まして、毎回 30 人強ぐらい参加をいた

だいております。 

 シンポジウムの反省会としてやったものも含めますと４回実施をしているの

ですけれども、最初のほうは割と近況報告とか意見交換とか、あえて抱負を弁護

士会から言っていただいてたきつけるというか、そういうことが中心だったの

ですけれども、最近ではそれに加えて何かテーマを設定して、勉強会のようなこ

とをして意見交換も当然するのですが、そういう形にしております。 

 例えば第２回の平成 30 年５月、去年の５月に行ったものは「消費者安全確保

地域協議会」をテーマとして、県から受託事業で設置マニュアルをつくられた石

川県の消費者団体に来ていただいた。あるいは交野市さん、消費者安全確保地域

協議会を設置されておりますけれども、交野市さんに来ていただいてお話をし

ていただいた。こういうこともしました。 

 その次、去年の 12 月は迷惑電話防止装置のメーカーさんに来ていただいて、

あるいは、大阪府下で多数の装置の貸し出し実績を持たれている吹田市さん、高

槻市さんの消費者センターの方に来ていただいて、お話を聞きました。そのよう

な活動をして、連携を確保しているというところでございます。 

 次に、大阪府の老人クラブ連合会さんのことを紹介させていただきます。これ

は今、申し上げたようなシンポジウムであるとか交流会を通じて連携を深めた

結果かなと思っております。もともと老人クラブ連合会さんでは、全国的に詐欺

被害の防止キャンペーンというものを行っておられましたけれども、大阪府の

老人クラブ連合会さんではさらに充実した取り組みをしておられます。一つが、

街頭キャンペーンの実施でございます。これは門真市で実施された街頭キャン

ペーンの写真でございまして、老人クラブさんだけではなくて、警察さんだとか

弁護士会も参加をさせていただいています。左側に写っているのが配布したも

の、いろいろなものを配布した一例なのですけれども、端っこに写っている手の

形のもの、これは手形ポップといって、受話器をとったら詐欺被害注意というこ

とで注意喚起をしてくれるようなステッカーですけれども、これを老人クラブ
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さんでつくられて、そういったものをこのように配布したということでござい

ます。 

 これは集合写真なのですけれども、ゆるキャラは門真市のゆるキャラですね。

猫のようなものとハスの花かな。ゆるキャラが来ておりまして、そうすると、ち

ょっとにぎやかな感じで町を通る人も関心を持ってくれると。そういう形でし

ていただいたところでございます。 

 もう一つ紹介をしましょう。茨木市さんの街頭キャンペーンでございますけ

れども、こちらも大阪府警さんとか弁護士会も参加して実施をしたというとこ

ろでございます。このときは左端にゆるキャラというか、大阪府警のフーくんと

ケイちゃんというのが参加してくれたということがございます。 

 その中で、さらに老人クラブさんで取り組みを進められまして、一つ紹介をし

ておきたいのが、迷惑電話防止装置についてのアンケートというのを実施され

ました。37 ページの資料に抜粋版を入れております。このアンケート項目の検

討には、弁護士会も若干協力をさせていただきました。先ほどの交流会でも報告

をいただいたという経緯もあります。 

 今、資料につけさせていただいたのは抜粋版なのですけれども、２月の中旬こ

ろ以降にホームページで公開されるとお聞きもしているので、また見ていただ

いたらと思うところです。 

 さらに、被害予防シールですね。老人クラブさんで作成されまして、見ていた

だきたいのは、老人クラブさんの名前のほかに、大阪府警さんとか大阪弁護士会

とか、そういったコラボレーション型のステッカーをつくれたということにな

っております。老人クラブさんの考え方としては、自分たちの仲間から被害者を

出さないという目標を持って活動をされていると聞いておりますけれども、こ

れは非常に大事なことだと思います。先ほど言いました、高齢者に近い立場にお

られる方がこういうふうに関心を持って発信をしていただくということで、非

常に効果的な発信ができるのかなと思うところです。 

 さらに、老人クラブさんだけで活動されると限界というか、幅が狭い活動にな

ってしまうのかなという気がしますけれども、各機関がサポートするというか、

協力することで充実した活動になるということがあると思いますし、一方で、協

力する機関においても高齢者の方々の実情というか、考え方というか、そういう

ことを知ることができて、非常に参考になるということがあるのかなと思うと

ころでございます。 

 連携の紹介の最後ですけれども、大阪府の条例による特殊詐欺対策の話を少

しさせていただきたいと思います。 

 先ほどちょっと話がありましたが、大阪府の特殊詐欺の発生状況なのですけ

れども、これは多発して増加する傾向にあります。この前のグラフですね。平成
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29 年は少しだけ減少しているように見えるのですけれども、これはいわゆる還

付金詐欺ですね。これが物すごく減少したと。その原因としては、ATM の振り込

め詐欺だとか、無人の ATM に警察の方が張りついたことによって、還付金詐欺

だけですけれども、物すごい勢いで減少したことによるものです。 

 ただ、その分平成 30 年は、オレオレ詐欺がふえてしまいまして、結果として

29 年よりは多い。28 年より少し少ないようですけれども、1,624 件ということ

で、また増加傾向になってしまっているということがあります。 

 そこで、大阪府警さんにおいて特殊詐欺の条例の制定ということを企画され

たと。弁護士会でも、これは先ほどの交流会で培った連携などから、少し協力を

させていただくことがあったり、審議会メンバーに入れていただいたりという

ことでさせていただきまして、この条例化の事業が進んでいるということがご

ざいます。審議会の答申が去年の 12 月に出まして、それに続いて条例案が作成

されて、パブリックコメントにかけられた。ここも府議会で審議されるというス

ケジュールになっています。 

 条例案なのですけれども、簡単に言いますと、３つに分かれております。一般

的な被害防止対策ということで、大阪府、事業者、市民の責務というものが入っ

ている。一つは、大阪府内で特殊詐欺の受け子ですね。中学生なども逮捕される

という事態が生じていまして、そういうことから若年者への教育ということも

入れられております。 

 次に、アジト対策ということで、大阪府内においても特殊詐欺の犯人グループ

のアジトができているところがありますので、建物の賃貸あるいは民泊につい

て貸し出す際に、注意義務が規定されているということがあります。 

 それから、名簿屋対策として、名簿屋さんが名簿を提供する際に、提供先につ

いて公的な書類でもって身分の確認をすることなどが盛り込まれた条例になっ

ております。 

 弁護士会の関与する連携による取り組みを幾つか紹介させていただきました

けれども、大阪府でまたほかの連携をしている例も当然ございます。ただ、やは

り同じ目標に、基本的には被害の防止ということに向かって皆さん進んでおら

れるわけなので、できるだけお互いの活動をサポートし合って進むと。これが被

害予防という目的地に到達するために必要なのではないかと思うところでござ

います。 

 駆け足で申しわけないのですけれども、次に後半「近時の法改正と今後の課題」

ということに入っていきたいと思います。 

 まず、特定商取引法ということで見ていきたいと思います。特定商取引法は皆

さん御存じのとおり改正を重ねて、使い勝手がよくなってきていると思います。

直近の改正は平成 28 年のものです。 
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 改正の経緯ですけれども、27 ページのレジュメの「１ 特定商取引法」「（１）

経緯」のところに書かせていただいたとおりでございますが、専門調査会が開催

されて、報告書に基づいた改正がなされました。内容ですけれども、簡単にしか

触れられませんが、指定権利制の見直しだとか、電話勧誘販売規制の導入だとか、

行政規制、民事ルールの見直しがされるとともに、法の執行力の強化ということ

で、業務禁止命令の創設などがなされました。業務禁止命令ですけれども、これ

は問題を起こして業務停止を命じられた法人の役員などが新たに法人を作成し

て、設立して、同種の業務をすることを禁止するものです。 

 高齢者の消費者被害を予防するという観点からは、高齢者が自分で気をつけ

ていただくというのが一番大事なのかもしれませんけれども、それでは限界が

あるということが共通認識としてはあると思います。そうしますと、やはり行政

において適切に法執行を行っていただく、悪質な業者を排除していただくとい

うことも必須だと思いますので、今後の取り組みに期待したいところかなと思

っております。 

 一方で、特定商取引法の課題ということでございますけれども、不招請勧誘規

制のあり方についての議論があります。専門調査会では、訪問販売や電話勧誘販

売を望まない消費者が、これを事前に拒絶する制度が議論されました。ただ、こ

れが営業の自由の侵害ではないかなどの議論があって実現していないというの

が現時点でございます。 

 自治体の中には、条例で訪問販売お断りステッカーに効力を持たせるように

されているところもあります。大阪府にもその条例はありますし、大阪市では昨

年告示が改正されまして、そのような規制が実現しました。ただ、条例の制定に

相当苦労している自治体があると聞いているところでもあります。 

 法律ではまだ実現していないということを申し上げましたけれども、率直な

個人の意見でございますが、来るなと言っているところに訪問していいという

ことがあるわけがないように思います。ステッカーというのは見守り活動にお

いてもかなり重要なポイントになるのかなと思っておりまして、ステッカーに

効力が認められれば、これは張ったところが少なくとも不招請勧誘の被害を受

ける可能性が減るわけでございます。見守り活動が省力化できるという側面が

あるように思います。 

 前のスライドですけれども、これは販売購入形態別の相談数ということで、高

齢者ですけれども、やはり不招請勧誘被害が多いと。この部分ですね。ほかの世

代に比べたら多い。それが、この赤と緑が訪問販売と電話勧誘販売ですけれども、

認知症の高齢者に関しては非常に多いと。こういうふうになっている状況があ

るわけです。 

 これは平成 24 年ということで少し古い資料ですけれども、認知症、その予備
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軍を合わせて 800 万人以上の方がおられるという数字が出ております。この 800

万人というのは大阪府の人口ぐらいの数字でございますけれども、これだけ認

知症あるいはその予備軍が進む中で、不招請勧誘規制が必要ではないかという

ことです。今後見守り活動の必要性は、現時点でも非常に高いと思いますけれど

も、ますますふえていくと思います。 

 それを誰に見守ってもらうのかというと、ボランティア的な側面が非常に多

いと思います。見守り活動を推進して、ボランティアで多数の協力を得るために

は、それをサポートする制度の整備が必要であるように思われます。見守りを求

めながら、ステッカーを張っても、業者が行っても問題ない。これはボランティ

アとしてはなかなか不要かつ過大な負担を課すものということになるのかなと

思います。これは衆議院、参議院の附帯決議を資料で入れておりますので、適時

の見直しが必要とされているところでもあります。ここも今後の議論に期待し

たいと思います。 

 最後に、消費者契約法について触れたいと思います。 

 消費者契約法についても、平成 26 年の８月に諮問がなされて、専門調査会が

発足したと。注目すべきは諮問に、情報通信技術の発達や高齢化の進展を初めと

した社会経済状況の変化に対応するということが触れられています。高齢化に

対応せよということでございます。 

 消費者契約法については、平成 27 年の末に１回目の報告書が出されて、第１

次改正がされた。これが平成 28 年改正ということですけれども、そこから積み

残された課題について、29 年に２回目の報告書が出されて、２回目の改正がさ

れました。 

 ２回目の改正については、少し変わった議論がございます。まず専門調査会の

報告書について、消費者委員会が内閣府へ答申を行う際、３つの事項を喫緊の課

題としてつけ加えました。資料の 48 ページに答申をつけております。この３つ

ですけれども、１つ目は、事業者の使用する約款について、事前に消費者が認識

できるように努めるようにせよということ。２つ目は、合理的な判断ができない

ことを利用した、いわゆる「つけ込み型」勧誘について取り消し権の創設を検討

せよということ。３つ目は、事業者においては配慮すべき消費者の特性として年

齢ですね。これも含めて考えよと。この３つでございますけれども、高齢化とい

うことに非常に意識があるのかなと思うところです。 

 この答申を踏まえて、改正案が作成されました。最終的に成立した法律の概要

が資料 51 ページでございまして、見ていただけたらと思います。最初に提出さ

れた法律案には、この図で行くと「取り消しうる不当な勧誘行為の追加等」とい

うことでありますけれども、この四角の囲いの中の「②加齢等による判断力の低

下の不当な利用」あるいは「③霊感等による知見を用いた告知」による取り消し
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というものが入っていませんでした。一方で「①社会生活上の経験不足の不当な

利用」という条文も入っておったのですけれども、社会生活上の経験不足という

のが何なのか、これは高齢者は含まれないのではないかということが大きな問

題になりました。 

 ちょっと条文を見てみますけれども、「①不安をあおる告知」ということで、

この要件はばらばらに書かせていただいておりますが、１つ目の類型として、要

件として社会生活上の経験が乏しい、願望の実現に過大な不安を抱くと。そうい

う状況を事業者が知って、不安をあおって、契約を進める。例えば就職活動に非

常に不安を非常に覚えている者に、このセミナーが必要だと勧めるような場合

とされておりますけれども、こういうものが一つございます。 

 もう一つ、次の類型として、人間関係の濫用というものがございまして、これ

も社会生活上の経験が乏しいということが要件に入っております。これがデー

ト商法、恋人商法などを想定したような取り消し権でございますけれども、いず

れにしても、社会生活上の経験不足というのが高齢者はどうなるのだという議

論が問題となりました。先ほどから確認しておりますけれども、社会の高齢化に

対応するということで消費者契約法を改正するのだということだったので、高

齢者はこれで救われるのかということが問題になったわけです。 

 最終的に議員の提案によって、先ほど確認した「②加齢等による判断力の低下

の不当な利用」「③霊感等による知見を用いた告知」というものが加えられて、

一定のフォローはされたということでございます。 

 加えて言うと、社会生活上の経験が乏しいという要件に関しては、年齢を問わ

ず、その契約の目的、勧誘状況からして、契約をするかどうかに適切な判断をす

る経験が不足しているということを言うということが確認されるなどしました。 

 このように、社会の高齢化に対応するような条文が定められたことは非常に

大きな前進だと思います。ただ、今回の体制で十分かというと、そういうところ

でもないところがあるように思うところです。 

 例えば②の恋人商法をテーマにしたものを見ていただいたらと思うのですけ

れども、最後の要件として、契約を締結しなければ、関係が破綻とすると告げる

というものがあります。ただ、人間関係を濫用するのは、契約をしてくれないと

別れるとか、もう来なくなりますよという場合だけではないと思います。セール

スマンが高齢者のおばあちゃんのところに訪問して、仲よくなった上で泣きつ

いて不要な契約をさせる。こういうものがあったりするように思います。細かい

要件を設定することで、不合理な状況が少し生じているのではないかというこ

とを考える必要があるように思います。 

 より柔軟な包括的な規定ということで、専門調査会が議論された条文を紹介

しておきます。このスライドに書かせていただいたもの、あるいは資料の 61 ペ
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ージにも掲載をさせていただいております。下線部だけ読みますけれども、消費

者の年齢または障害による判断力の不足に乗じて、不必要な商品・役務を目的と

する契約、あるいは過大な不利益をもたらす契約の勧誘を行った場合は、取り消

すことができる。このような一般的な規定が今後議論されて、必要になってくる

のではないかと思うところです。 

 消費者契約法についても附帯決議などで喫緊の見直しを行うことが求められ

ています。社会の高齢化が進んで、契約ルールを抜本的に見直す必要が生じてい

るように思われます。製品の分野ではユニバーサルデザインという言葉があり

ます。年齢とか障害の有無を問わずに利用できるデザインということだと思い

ますけれども、契約法の分野でも市場のユニバーサルデザインということを意

識して整備いただくことが必要なのではないかと思います。 

 ありがとうございました。」 
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＜パネルディスカッション＞ 

休憩後、パネルディスカッションが行われました。パネリストは大阪府消費生

活センターの足立課長補佐、消費者委員会の蟹瀬委員、休憩前に御報告をいただ

いた川本弁護士、（公社）全国消費生活相談員協会関西支部の黒木副支部長の４

名、コーディネーターは薬袋弁護士が務められました。 

 

 
（左から：足立パネリスト、蟹瀬パネリスト、薬袋コーディネーター、川本パネリスト、黒木パネリスト） 

 

足立課長補佐より資料３に基づき「大阪府における高齢消費者の被害防止に

向けた取り組み」について、黒木副支部長より資料４に基づき「高齢者の消費者

被害～自治体の相談現場から事例報告～」について、御報告いただいたのちに意

見交換を行いました。 

 

薬袋コーディネーター 

「以上の報告を踏まえまして、ディスカッションに入りたいと思います。まず

は蟹瀬さんに、本日の皆さんの報告を踏まえて、一言御感想をお願いします。」 

蟹瀬パネリスト 

「私は委員の中で唯一事業者側にいる人間でありまして、消費者志向経営と

いうものをベースにしながら、消費者側を見ているという立場であの会に入っ

ておりますが、今、報告がありましたように、世の中は技術が非常に進む速度が

すごくて、プラットフォーマーという研究会にもいるのですけれども、そういっ

たときに、技術とか製品がどんどん進んでいく。そして、使っているのは消費者

なのですが、消費者はすごく早く勉強してそれに取り組んでいってしまうので

すね。一番おくれているのが法改正。問題が起こったときにどうするのだという
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ことに対しての手だてをしていくのが実は一番おくれている。 

事故が起こったり事件が起こって初めて何かやらなければね。それもすごく

時間をかけてやってしまうので、実は見ていて、ビジネスサイドの私たちは、常

にスピード、スピードと言われるわけですね。スピードで解決していかなければ

いけないのが、なかなか進まないというのを皆さんの発表を聞きながら、ちょっ

と残念かなと思って聞いているのです。 

例えば、ステッカーの話なのですが、セコムという安全の会社があります。セ

コムはもらってでもシールを張ると、ここはセコムが入っていると泥棒が入ら

ないそうです。やはり人というのはそうやって見て決めるということがあって、

私がアメリカに住んでいたときに、一軒家ですから、たくさんの方が訪問販売さ

れるわけですが、その中にキリスト教の方がいつも勧誘にいらっしゃるので、私

は仏教ですと書いておこうかと思ったのですけれども、そういうステッカーが

あるそうでして、いただいて張っておきました。最初、２～３回来たのですけれ

ども、来るのはわかるのですよ。２人連れで来るから、ああ、来た来たと。まず、

英語がしゃべれませんみたいなことを言うのですけれども、それがステッカー

を張ったらぱっと来なくなってしまったのですね。 

それが効力を持っているかどうかはわからないけれども、訪問販売は嫌です

よと。「188（いやや！）」という電話番号があるのだから、「訪問販売いやや！」

と書いておけばいいと思うのですが、そういうものがあると守られていくとい

うものがあるのだから、早くつくればいいではないかと聞きながら思ったりは

するのですね。 

そこを難しくさせているのは何なのだろうと。その辺をきちんとみんなで解

決をしっかりしていかないと、時間ばかりかかって、みんなの言うことを聞いて

いたら、被害者がいっぱいふえてきたということになるのではないかと。 

もう一つ、川本さんがおっしゃった地域連携の話、包括ケアの話ですが、「地

域力強化検討会中間とりまとめ」というものを厚労省が 28 年度に出して、その

中に「我が事・丸ごと」という言葉で言っておりますけれども、まさに地域の包

括ケアシステムのあり方が物すごく早く変わっている。コンシェルジュのよう

なことをやらなければいけなくなってきている。つまり、そこに相談に行ったら、

子供の病気はここに行けばいいのだとか、何かだまされてしまったのだと言っ

たら、だまされてしまったらここに行ったらいいわよというようなことを指南

してくださる人がいるというような時代にだんだんなっていかなければいけな

くなってくる。 

例えばスマホが出てきたときもそうですし、プラットフォーマーで、EC で物

を買ってしまったのだけれどもにせものでした。そういう相談も、やはり窓口だ

けでは処理ができない時代にだんだんなってきているときに、その情報が一つ
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集まっている場所が必要になってきている。それを時間をかけてやっていいも

のかということがあって、アメリカもホームドクター制度があって、必ず１人に

１人の先生がつくということがあります。それで胃が悪いといったらこの先生、

頭が痛いといったらこの先生と、ちゃんと指示を出してくださる方が実はいる

のですけれども、そういった先生が、そういう人が必要になってくる時代がやっ

てきたのだなというふうに、地域連携のお話、包括ケアのお話を聞きながら思い

ました。 

もう一つだけ申し上げさせていただくと、今、出前講座を非常に一生懸命やっ

てくださっています。すごく出前講座はありがたいと私は思うのですが、出前講

座に来る方々は、だまされないぞと思っていらっしゃる方が結構多くて、実は、

出前講座に行くのが嫌だという人たちのほうがだまされている。その人たちを

どのように見守っていくかということがすごく大事ではないかと思うのですね。

私ごとなのですが、私の母は去年に 94 で亡くなりましたが、20 年間かけて認知

症が進んで亡くなっていきました。最初の 10 年はまだらだったので、認知症か

どうかわからない。ところが、冷蔵庫をあけると全部がヨーグルトだったり、そ

れから、絶対に着ないだろうという真っ赤な７号のワンピースが、値札がついた

ままかかっていたり、そうすると、寂しいもので、近くのところに話しに行って、

その方と話していると正気に見えるので、これはお嬢さんにどうかとか、お孫さ

んにどうかと言われて、どんどんどんどん年金を費やしていって、本人の中はす

っからかんになっていたというようなことがうちの母にありました。 

そういうときに、私は、ここであと 10 年早くそういうことを知りたかったわ

ということが、やはり法律の中にあるのですね。先ほどお聞きした法律の中で、

消費者契約法なども、これは知っていると知らないとでは大きく違うはずなの

に、母の時代は、これはまだなかったです。それから、私はこの関係の仕事をす

るようになって４年目になるのですけれども、この場に立って初めてすごい契

約法とかいろいろなものを知ったわけですね。ですから、一般の消費者として存

在していたときは母を助けるすべを知らなかった。どこに相談したらいいかも

わからなかった。私のように元気な人でさえそうだった。地方にいますから、70

の母をどうやってあげたらいいのかわからない。それで被害に遭ってしまった

というときになると、やはりこの情報というものが消費者にとってどういうふ

うにちゃんと伝わっているのかということがすごく大事なのだなと。 

出前ということもすごく大事であるし、続けて一生懸命やっていただきたい

のですけれども、今、大阪の消費者もすごくいいことをなさっていて、企業とつ

ながってやる。これは今、財官民というやり方で一つになっていくということが

大事な時代になってきたと思っています。なぜならば、一番早く消費者としてシ

ルバーを捉えているのは事業者なのです。つまり、この事業者は、この老人の人
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たち、シルバーをどうやって幸せにしてあげようかということをスタートにし

て一番いいところだとすると、この人たちをどうだまそうかという悪い人たち

がいる。このどう幸せにしようかという人たちは、早くに気がついてシニアレジ

デンスをつくります。それも痴呆が進んでいない健全な人たちのためのシニア

レジデンス。 

そこには 100 名、200 名の老人が、例えばシニアが元気に過ごしています。そ

こにこの情報は、実は入ってこないのです。壁のところに張ってあることはまず

ないです。盆踊りがいつありますとか、この日はおいしい御飯がありますとかし

か張っていないのです。そうすると、そういう大手の事業者とちゃんと組んで、

こういった情報がそこに張られていく、あるいはそこに行って話をするという

ようなことをすれば、私たちは、ここにいらっしゃる方はあと 10 年たったらみ

んなシニアです。我が事なのです。丸ごと。今、人のことを一生懸命ボランティ

アでやってくださっているとは思うのですけれども、今度は自分たちにかかわ

ってくることなので、その情報の出し方も含めて、ちょっと今、お聞きしながら、

気がついたことを言わせていただきました。」 

薬袋コーディネーター 

「ありがとうございます。それでは、続きまして黒木さんにお伺いします。川

本さんと足立さんからは、被害防止等に向けた見守りの必要性と取り組みの報

告がありましたが、黒木さんに御紹介いただいた事例の中で、見守りがあれば被

害やトラブルを防ぐことができたという例はあったのでしょうか。」 

黒木パネリスト 

「震災後のリフォーム工事ということで、２つ事例を挙げさせていただいて

おりますけれども、１つ目のほうは 240 万円の契約をしましたということなの

ですが、実は、気づかれたのは御近所の方なのですね。この方が、こういう見積

もりを出してもらったのだけれどもということで御近所の方に相談すると、そ

の方に、これは契約書ですよと言っていただいた。その方が、これはおかしいか

ら、家もそんなに大きくないのに 240 万円も払うのは高額過ぎるのではないか

ということで、その方に消費生活センターを紹介してもらって、電話番号も紹介

してもらい、こちらのほうにお電話があったということなので、これは社会福祉

協議会とかそういったところではないのですけれども、近所の方が見守ってい

ただいたという事例だと思います。 

２つ目なのですが、これは残念ながら、御家族の方が気づくのが大変おくれた

ということで、既に工事も済んでからの御相談ということで、見守りの方がいら

っしゃればもう少し早期に対処ができたのではないかと思っています。 

茨木市では、社会福祉協議会などが中心になって見守りネットワークができ

ているのですけれども、その対象を見ると、原則ではありますが、市内在住のひ
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とり暮らしの高齢者が対象となっています。でも、娘さんと息子さんと同居して

いるという方でも、娘さんや息子さんは昼間働きに出ていらっしゃるので、昼間

は高齢者お一人なのですね。訪問販売とか電話勧誘販売は早朝とか夜中に来る

わけではなくて、昼間に来られるわけなのです。それを狙って勧誘されますので、

単身世帯だけではなくて、昼間一人でいらっしゃるのかどうかを判断基準にし

てほしいと思っています。 

実際に娘さんと同居している 84 歳の男性が、原野商法の二次被害で原野を売

ってあげるからと言われて、実際はほかの土地との交換契約をしてしまって差

額の 50 万を払わされたとか、あと、息子が不在の昼間に判断能力が衰えたお母

さんが SF 商法の勧誘を受けて、何度も会場に行って健康器具とか健康食品の契

約をしているという御相談があります。 

ですので、同居の有無だけで判断するのではなくて、高齢者の状況に応じて対

応できるような見守りが必要かなと思っています。」 

薬袋コーディネーター 

「やはりひとり暮らし、あるいは夫婦お二人だけで暮らされている方が多分

６割ぐらいになっているという今の状況に加えて、２世代同居していたとして

も、訪問販売や電話勧誘販売はほとんどが昼間ですので、そこのところをどうし

ていくかということも重要な課題だなというふうに私も思います。 

続きまして、足立さんのほうにお伺いします。見守りネットワークを形成する

ことが有効で、そのための枠組みの一つが消費者安全確保地域協議会です。消費

者庁の地方消費者行政強化作戦では、2019 年度、来年３月までに、人口５万人

以上の全ての自治体で協議会を設置するということが目標とされていますが、

御報告にありましたように、大阪府内では現在、７市が設置されているという状

況です。この点について、どのように評価しておられますでしょうか。」 

足立パネリスト 

「ネットワークの設置につきましては、いろいろと地域の特徴とか事情がご

ざいますので、なかなかコメントを申し上げるのは難しいのですが、まだまだ進

んでいない状況ということは認識しております。ただ、全国的なことから言うと、

大阪が特別今の状態ではおくれをとっているということではないかなと思って

いるのですが、まだまだこれからやっていかなければいけない課題と認識して

います。」 

薬袋コーディネーター 

「形ばかり設置しても余り意味がないと思うのです。実際に見守り活動とい

うことをやってこその協議会の設置だと思うのですが、そのあたりは、大阪の設

置している自治体ではどのような感じですか。」 

足立パネリスト 



32 
 

「おっしゃるとおりで、一応御紹介いただいた消費者庁の目標もあるので、ま

ずはそれを達成すること。数を立ち上げるということが最重点ではあるのです

が、それが休眠状態であれば何の意味もないということになります。 

いろいろと継続的に実施するために工夫しておられる点について御紹介した

いと思います。まず、交野市の例です。交野市さんは、地域包括ケア会議がもと

もとありまして、そこに消費生活センターが構成員として加わることになった

という経緯がありました。当初は、このケア会議を協議会の機能も兼ねる会議に

しようともくろまれたわけなのですけれども、構成員に微妙な違いがあって結

局できなかった。そして、センターが中心となって別組織を設置されたという経

緯がございました。 

ここで工夫された点なのですけれども、福祉の方は非常にお忙しい。日常業務

の都合上、会議への参加がなかなかできない。そこで、毎月１回ケア会議を開催

されております。その会議には、福祉の方は絶対に来られるので、その会議の少

し前にこの協議会をやってしまうということで、ちょっとした工夫なのですけ

れども、会議の構成員が顔をそろえるような機会を無理なくできるような形で

工夫されている。非常にすばらしいアイデアだと思っています。 

あと、豊中市さんとか八尾市さんなども、ネットワークづくりだけではなくて、

いろいろな消費の面で非常に熱心に取り組んでいただいております。八尾市さ

んは、最近では、女性の見守り隊みたいなものを設置されたというようなことが

新聞に載っておりまして、地域地域でいろいろな事情を抱えていらっしゃる中

で、自分のストロングポイント、自分たちの強い点、そういうものをうまく活用

して継続的な活動を進めていらっしゃるというようなところもございます。」 

薬袋コーディネーター 

「そういうことをまだ設置していない市の方々にぜひとも伝えていきたいで

すね。 

続きまして、川本さんに伺います。充実したネットワークをふやしていくため

にはどうしたらよいのか。この点については、川本さんは門真市の協議会のメン

バーであり、また、他の都道府県の取り組みも調査しておられるのですが、どの

ようにお考えでしょうか。」 

川本パネリスト 

「充実したネットワークというのは簡単な話ではないと思いますし、私は門

真市の協議会に参加させていただいておりますけれども、まだまだ道半ばかな

という気はしております。ただ、設置するのになかなか御苦労があるというふう

にお聞きする反面、門真市の協議会は、高齢者の部門の方、障害者の部門の方に、

非常に熱心に御発言をいただいて、時間が足りないぐらいの状況に、２回だけな

のですけれども、毎回なっております。こちらとしても気づかされることが非常
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に多いということがあります。 

福祉部門の方は、皆さん高齢者の権利を守ろうという意識はもともとありま

すし、非常に優しい方が多いのだと思います。消費者被害の予防は、シンプルに

何とかしなければならないという共感を得やすい問題ではあると思います。で

すので、協議会を設置して議論をすれば、積極的に乗り出してきて、自分のとこ

ろの課題というふうに感じていただけるのではないかと思います。これは門真

市だけではなくて、ほかの自治体の方からもそのような印象を受けているとこ

ろです。 

ただ、発言をしやすい、あるいはみんなで考えやすい土壌をどうつくるかとい

うことは少し工夫が必要なのかなと思っています。あくまでも私の考えなので

すけれども、市の方だけではなくて外部から誰か入るということが一つの鍵に

ならないかなと最近は思っているところです。外から誰かが入ることによって、

どうしても役所の内部の業務分担とか、機関を超えた取り組みなどについて遠

慮なく発言ができるというか、こういうことをしたらどうかと、市の内部であれ

ば、ほかの部署に何かをお願いするということがしにくかったとしても、そこの

火つけ役に一つなれるということはあるのかなと思っております。また、外部か

ら入ることによって、ほかの市町村の取り組みを知っている者が関与すること

で、具体的にその市でどう進めていくのかというヒントを提供することができ

るのかなと思います。 

この外部から入るということは、あくまで火つけ役とか調整役ということに

なるかもしれませんけれども、なかなか進まないということで、しておられる自

治体には、協議会の中に入ってアドバイスをすることで、一つの進める鍵になる

のかなと思います。私は弁護士として参加させていただいておりますけれども、

例えば府のほうから参加、都道府県のほうから参加をされるとか、消費者団体に

委託されるとか、そういうこともあるのかなと思っております。 

ほかのところでの取り組みということなのですけれども、埼玉県さんで県か

ら消費者団体に協議会の設置の推進の業務を一部委託されて、高齢者等見守り

推進員という立場で活動されるというふうにも聞いております。推進員さんが

協議会のメンバーに入っているというわけではないようなのですけれども、民

間なので設置を進めやすい、あるいは設置に関心がある自治体を見つけやすい。

こういうところもあるのかなと思っているところです。」 

薬袋コーディネーター 

「ありがとうございます。徳島県の徳島市でも安全確保地域協議会ができて

いるのですが、そこの中には徳島県が入っているそうです。県が入るというのも

一つの方法かなというふうには思います。ただし、市町村の数が多いと県のほう

がパンクしてしまいかねないので、そういうときには弁護士会とか司法書士会
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とか、あるいは消費者団体の方々が横の連携をうまくつける。特に都道府県単位

で活動しておられる団体が協力するということが重要かなと私も思いました。 

それでは、見守りネットワークによってトラブルを事前に防いだり、早期に発

見したりして救済につなげること。これが重要だということはわかりました。し

かし、そのためには法律、ルールを、トラブルを未然に防いだり、解決に使いや

すくしていくことが必要になります。 

川本さんから最近の特商法あるいは消費者契約法の改正について御紹介があ

りましたが、黒木さんに伺います。この点について、さまざまな御相談に接して

おられる相談員の立場から、十分なものになっているとお考えでしょうか。率直

な御感想をお聞かせください。」 

黒木パネリスト 

「まず、消費者契約法なのですけれども、改正をされまして、つけ込み型とか

も入りましたので、よい方向に向かっていると思っているのですが、消費者契約

法４条に「社会生活上の経験が乏しいことから」という文言が入っております。

これだけを読むと、年齢限定的にしているわけではないということは聞いてお

りますが、やはり年齢にかかわらず契約内容の経験が乏しいのであれば対象に

すべきだということを明確にしていただけたらということが１つ。 

消費者契約法というものは強行規定がないですし、対象となる類型はふえて

おりますけれども、実際のところ、消費生活センターのレベルで、消費者契約法

をもって事業者と交渉をするということが非常に難しいのですね。例えば不実

告知であるとか断定的判断がありますけれども、それを事業者に交渉の材料と

して交渉はするのですが、まずはこの事業者のほうが消費者契約法を理解して

いない、知らないということが一つ。それから、言った言わないの話にどうして

もなってしまう。証拠がないのですね。消費者が言っている主張をこちらが言っ

ているだけなので、何か証拠があるのかとかを言われてしまうと、それ以上のこ

とがどうしても言えなくなってしまう。 

最終的には、消費者のほうが裁判をするしかないという形になっています。な

ので、これにもう少し強い、例えば特商法にあるような強行規定を何か入れてい

ただけないかとか、そういうところの改正法にしていただけたら、私たちでも使

いやすくなるのかなという思いがあります。 

それから、特商法のほうなのですけれども、相談件数としては減っているもの

の、やはり訪問販売の被害は高齢者を中心としてありますので、不招請勧誘の禁

止というものを盛り込んでいただけるとありがたい。または訪問販売お断りシ

ールを茨木市でもつくっておりますけれども、これにもう少し強い効力を持た

せていただけたらと考えています。また、電話勧誘販売では、電話勧誘拒否登録

制度、いわゆる「Do-Not-Call」という制度も導入していただけたらありがたい
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と思っております。」 

薬袋コーディネーター 

「ありがとうございます。まず、消費者契約法のほうなのですが、強い効力を

ということがあったのですが、その前に、まずは平成 30 年の改正で入りました

つけ込み型の困惑類型の１つ。皆さんには資料の 61 ページを見ていただきたい

のですが、新たに５号で、「加齢又は心身の故障によりその判断力が著しく低下

していることから」ということで、さらに幾つかの要件がつけ加わって、そのこ

とを告げて、消費者が困惑した場合には取り消せると。こういう条文が新たにで

きました。 

少々限定し過ぎの感があると思うのですが、この点について川本さん、どう思

われますか。」 

川本パネリスト 

「先ほどの報告でも少し触れさせていただきましたけれども、要件が非常に

限定的に細かくなっていまして、少し外れてしまうと、この法律が使えるのだろ

うかということが疑問になってしまうと思っています。ただ、もちろんできたこ

とによって、その精神というものが打ち出されているわけですから、類推適用な

どで解決できる範囲もあると思うのですけれども、先ほど蟹瀬様のお話にもあ

りましたが、後追いでフォローするということをできるだけなくすために、少し

包括的なというか、61 ページの下のほうに専門調査会で議論されたつけ込み型

の一般的な取り消しの規定案を掲載しておりますが、こういったような規定が

必要かなと思います。 

もちろん範囲の明確化だとか、要件の限定ということがないがしろにはでき

ないところではあると思いますけれども、被害が実際に起きているところです

ので、一定の抽象化はやむを得ないのではないかと。明確化というのは、これま

でも民法の公序良俗違反だとか不法行為の議論では、判例の蓄積だとかいうこ

とで明確化されてきたことがありますから、その点であるとか、あるいは事業者

のほうとしても、勧誘はあるべき姿を議論されることによって一定のラインが

出てくるということがあるのかなと思います。超高齢社会になりまして、契約、

勧誘のスタンダードをどこに置くのかということを考えて、必要な議論をして

いただければと思うところでございます。」 

薬袋コーディネーター 

「ありがとうございます。この条文を見ますと「生計、健康その他の事項に関

し現在の生活の維持に過大な不安を抱いている」とか、さらにはそういうことに

ついての告知まで必要だということになっているのですが、こんなものは、私は

要らないなと。つけ込んだら、もうそれだけでアウトでいいのではないかと。も

し契約内容が不当であれば、つけ込みを推定してしまうというふうにしてしま
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えば、黒木さんが思っておられるぐらいの使い勝手のよさが出てくるのかなと

いうふうには思っていますが、現実問題としては、61 ページの下のほうにあり

ます、まず、つけ込んだ上で不当な契約をもたらす。こういうものについては取

り消しができるようにするということで、消費者契約法 10 条もあるので、既に

同程度には明確ではないかと私は個人的に思ったりしております。 

なかなか難しい問題ですけれども、これから、国会の附帯決議では、来年には

消契法の第３次改正という話になっているので、ぜひとも消費者委員会のほう

でも早目に議論を始めていただければと思っております。 

話を黒木さんがおっしゃった「Do-Not-Call 制度」とかステッカーのほうに移

したいと思います。 

足立さんにお伺いします。大阪府の消費生活条例では、訪問販売お断りステッ

カーを無視することが条例違反になるとされています。このような条例上の扱

いで、健全な事業に何か支障が出たとか、あるいは見守り活動に支障が出たとい

うようなお話は出ているのでしょうか。」 

足立パネリスト 

「全くございません。」 

薬袋コーディネーター 

「全くございませんね。ありがとうございます。もう少しここは切り込んで話

をしたいと思っていたのですけれども、もうこれだけで終わります。 

続きまして、髙委員長のお話で、預託法の話がありました。この点について、

私もジャパンライフ弁護団の一員なので、ぜひとも話をしておきたいと思うの

ですが、川本さんに伺います。預託法の話について、弁護士会やあるいは川本さ

ん個人としては、どのように思っておられますでしょうか。」 

川本パネリスト 

「日弁連では、昨年７月に預託法の抜本的な見直しを求める意見書というも

のを出しました。髙委員長のスライドにもありますけれども、金融商品取引法の

集団投資スキームに位置づけるとか、登録制を導入することが求められている

ということでございます。 

ただ、預託商法の中には、ポンジスキームと言われるパターンがございます。

ポンジスキームというのは、チャールズ・ポンジという昔の詐欺師の名前をつけ

たもののようなのですけれども、お金を運用してふやす。ふえた分を配当すると

いうことでお金を集めている。まともに運用せずに、ほとんど運用をせずに、以

前からの出資者には配当として渡すことで、発覚を先延ばしして、お金をだまし

とるようなパターンが横行しております。 

こういうものに関しては、適切にというか、厳しく処罰をするという方向で、

刑罰法規の方向で対処していくということも必要なのかなと思うところでござ
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います。」 

薬袋コーディネーター 

「安愚楽牧場とか、あるいは今のジャパンライフでも、詐欺で立件してほしい

ということを弁護団がみんな頑張って警察に言う。警察も立件したいのだけれ

ども、検察がうんと言ってくれない。検察は、裁判所で勝てるかどうかがわから

ないから尻込みをしてしまうということで、預託法で起訴してくれたり、あるい

は特商法違反で起訴してくれたりすることはあるのですけれども、なかなか詐

欺で処罰してもらえない。だったら、もう条文をつくってしまおうよと。刑罰法

規をつくってしまおうよと。きょう委員長からお話があったように、組織犯罪処

罰法でいけば、かなり効果的な、いわゆる薬物犯罪とか組織的詐欺とかと同じよ

うな効果が認められるので、それプラス、被害者に被害を回復できるというもの

を一味つけることによって、よい消費者刑事法というのですか、そういう形での

一つの対策を打つこともできるのではないかというふうに私も思っています。

この点は二之宮事務局長にいろいろ検討していただいて、活躍していただくこ

とになるかもしれませんが、またよろしくお願いしたいと思っております。 

時間も残り少なくなってまいりました。パネリストの方々のお話をお聞きに

なって、会場から御質問や御感想はございますでしょうか。」 

 

 会場からの御質問・御意見では次のようなコメントがありました。 

会場からの御質問・御意見 

「私は肩書を二つ持っております。まず一つ目は、日弁連の消費者問題対策委

員会で、今こういう連携の関係でのプロジェクトチームをつくっておりまして、

そこで座長をさせてもらっています。私どもは今、全国の 18 カ所で、先ほど川

本さんのほうで紹介がありました「地域で防ごう消費者被害 in○○」という形

でのシンポジウムをやっております。そこで、全国各地でいろいろな取り組みを

しているということを報告してもらい、連携の一つのきっかけとなって、そこを

スタートラインとしてまた連携を深めてもらおうということでやっております。 

そこで私がいつも思うのは、各地で、本当に被害の経験の中で、それをどう防

ぐかということを皆さん考えて、本当によく考えていろいろな工夫をしている

ということがよくわかりました。ですから、先ほどの大阪でやっている交流会は

とても大事でありまして、そういう各地の経験を生かしていくということ。それ

で、それを広めていく。自分の地域でも生かしていくし、広めていくということ

がとても大事だと思いました。きょうのシンポジウムでも、そのことがはっきり

わかったということが非常に重要でありまして、日弁連でも今後とも、できたら

全国、全都道府県でやっていきたいということで取り組んでいますので、またよ

ろしくお願いしたいということであります。 
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次に二つ目の肩書ですが、消費者契約法の改正を実現する連絡会の代表幹事

をやっております。きょうの御発言の中で、黒木さんのほうで、消費者契約法が

使いにくいとおっしゃっていたのですが、消費者契約法は、今度の 30 年改正、

28 年改正、いずれも使えるのですね。ただ、いろいろなところで要件が狭い、

狭いというようなことは、法改正のときにできるだけ広げるためにそういう主

張をしてきたところが影響しているのだと思うのですが、実際は、最初の髙先生

の御報告にもありましたように、民事法ですので、非常に幅のあるものなのです

ね。それをこの改正の趣旨、まさに消費者被害をなくすという趣旨からして、そ

の趣旨に従って解釈をしていくということで、かなり広目の解釈が十分可能で

あります。それを広げていくということが必要になっていると私は思っていま

す。」 

薬袋コーディネーター 

「熱のこもった御意見をありがとうございます。」 

会場からの御質問・御意見 

「足立さんにお聞きしたいと思います。府内で、市町村の安全確保地域協議会

が非常にうまく進んでいるところを御紹介いただきました。こういう取り組み

が地元で進んでいるということに感動したのですけれども、うまくいっている

自治体の御紹介もあったのですが、なかなかうまくいかないところもあろうか

と思います。 

隣の京都は、京都府に一応法定の協議会があるだけで、この京都府の協議会は

もともとあった「京都くらしの安心・安全ネットワーク」を、名前を変えただけ

みたいな、京都府の行政関係者はこの会場にはいないと思うのですが、そのよう

な状況で、そんな機関で見守りなどはできるわけがないというのが、これは私の

評価ですが、そういう状態でして、どうやったら進められるかを考えていく中で、

行政内部の連携の話で、これも私の評価ですが、福祉分野からの拒絶反応みたい

なものが見られるケースがあるのではないか。つまり、消費者被害の見守りのと

ころまで手が回らないよと。そういう感じでの拒絶反応を何となくあるいは直

接聞いたりして感じるところがあります。 

先ほど交野市が、例えばケア会議を福祉行政の関係者が参加する部署の会議

のちょっと前にやるという非常にうまい取り組みをなさっていたという御紹介

をいただきましたが、そういう成功に至る工夫例などがほかにもあれば御紹介

いただけないかということ。あとは行政間、福祉と消費者と行政の間で、なかな

か融合がもしうまくいかない部分があるとすれば、川本先生から第三者が入る

ことが非常に重要だという御指摘もありましたけれども、そういう形で、例えば

弁護士会あるいは消費者団体が、行政間の連携を深めるためにできるようなこ

とがあれば、あるいはどんなことを期待なさっているかというあたりをお聞か 
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足立パネリスト 

「１点目の福祉との連携ということですけれども、大阪府内の自治体の中で、

これはかなり落差があります。個人的に感じているのは、福祉のネットワーク、

もともと高齢者の虐待防止とか、地域包括ケアの関係とか、そういう福祉の土台

がしっかりしているところは、そこに消費者被害という認識も割と受け入れら

れやすいというか、そういう土壌はあるのかなと感じています。 

これは都道府県レベルの話ですけれども、私どもとしましては、市町村の福祉

の会議、ケースワーカー、CSW さんとか、いろいろ福祉のほうで、福祉部局のほ

うの市町村の担当者を集められる会議があります。そこに私どものほうが出向

いていって、消費者被害の重要性、福祉も本当に認知症とかいろいろな問題を抱

えていらっしゃるわけなのですけれども、消費の被害というものも重要なもの

だよというところの認識をまず、福祉の担当者に持っていただくことも重要と

考えておりますので、そういう場に私どもの職員が出向いていきまして、見守り

ハンドブックとかを福祉の担当者向けにつくっておりますので、そういうもの

を配布して、できる限り意識を持っていただくということで動いております。御

指摘のような、福祉があっぷあっぷで、とても消費まで受け付けられないという

ような実態はあるのではないかと。ないとは言い切れないかなという状況は認

識しております。 

あと、第三者が入るということですね。まだちょっとそこまでは、大阪府のほ

うでは具体的なことは検討していないのですけれども、私どもとしましては、今

の活動としましては、やはり先駆的にやっていらっしゃるところの好事例とい

うようなところを聞き取ったりして、一番困られた点、多分、共通したところが

あると思うので、そこをどう乗り越えられてきたのかということをできるだけ

広く伝えていきたいと思っています。ただ、やはり一番ネックに感じているのは、

発表のときにも申しましたけれども、やはり担当者が３～４年で異動してしま

う。行政なので、全く別の分野からぱっと来るわけですね。私も人のことは言え

ないのですが、いきなりその課題を突きつけられて、勉強しているうちに３年た

ってしまったというようなことで、なかなか市町村で進めていくことの難しさ

というものは感じています。」 

薬袋コーディネーター 

「足立さん、ありがとうございます。」 

 

 パネルディスカッションの最後に、パネリスト、コーディネーターから一言ず

つ御感想をいただきました。 

足立パネリスト 

「私どもは、きょう一番重要かなと思ったのは、やはり見守りネットワークを
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早くつくるということだと認識しております。府としましては、福祉関係の方や

民間事業者に対して、これまで以上にしっかりと働きかけをしていきたいと思

っておりますし、ネットワークづくりに向けて市町村への支援も継続的にやっ

ていきたいというふうに、改めてきょうは認識しております。 

きょうお集まりいただいた方々も、お住まいの市町村の見守り状況に関心を

持っていただいて、できれば消費の立場の方から市町村での設立を働きかけて

いただくというような、重要性について、多分、きょうお集まりいただいた方は

認識を深めていただいたかと思いますので、本当に御協力をいただければあり

がたいと思っています。きょうはありがとうございました。」 

蟹瀬パネリスト 

「日々のことをなさってくださっている皆さんに、大変いいアイデアがいっ

ぱい出てきたかなと思います。 

今回、私はここになぜいるのだろうと思いながらいるのですけれども、SDGs と

いうものが国連で採択されて、去年、おととしぐらいに内閣府でその話が出まし

た。工程表の中に SDGs を入れなければいけないのではないかと私はすぐに言っ

たのですけれども、なかなか入れてもらえなくて、「誰一人取り残さない」とい

うすごいスローガンを挙げて、みんな国をそろってやりましょうと言っている

ことに対しても非常に取り組みが遅いのですね。やっと今、みんなで言い出した。 

やはり SDGs のような、10 年後の世界を目指している消費者問題は何なのだろ

うか。要するに、消費者を守るというのはどういうことなのだろうかという青写

真というか、そういうものを今、ちょっと立ちどまってみんなで考えて、自分た

ちが 20 年後になったときに、明らかに当事者になってしまうわけですから、そ

のときにこうあってほしいという方向へ進んでいかなくてはいけないのではな

いかというふうに思っています。ですから、SDGs ではないのですけれども、そ

ういったものをちょっと大きく、中長期ではなくて長期に物を考えながら一個

一個クリアしていって、そこへ行けるかどうかということがこれからの課題に

なるのではないかと思います。 

情報の流し方は、２つ私は提案があるのですが、事業者は法律を守ることによ

って事業が守られています。ですので、意識が非常に高い事業者は法律をちゃん

と守ろうとするのです。そうしたら、新しく消費者契約法が改正されたことなど

は、さっさと事業者へ流してあげる。それから、CS センターのメンバーに教育

をしてもらう。こういったことがすごく大事になっていきます。電気・ガスの自

由化が始まったときに、私は事業側にいて、電気・ガスがどのように自由化され

ていって、どんな商品が生まれてくるかを全部見てまいりました。そういうとき

に、どんな問題が起こるかということを今度は消費者委員会で見ているわけで

すね。そうしたら、これに対して早く手を打たなければいけないのではないかと
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言って、事業者のほうに話をするわけです。そういう売り方はいけませんよと、

もうちょっとわかりやすく説明してくださいと、そんな小さい字ではだめです

よというふうに言うわけです。渡し役がそうやって言うわけです。渡し役のある

企業は、大変それを真摯に考えているのですが、ほとんどは渡し役がいない。な

ので、そこをやはり消費者契約法などが出たときに、改正されたときに新聞に載

せてもらうとか、そういったことが必要なのではないかと感じました。 

もう一つ、これは私の勝手な冗談だと思って聞いていただいたらいいのです

が、加齢に伴って耳が遠くなる。言っていることがわからなくなる、面倒くさく

なる。私もそれに入ってきました。片足、二足入っています。ですから、人のこ

とは聞かない。こういう年齢に伴う体の変化がいろいろ起こってまいります。そ

ういうシルバーに向かって、賢い消費者免許制度みたいなものをつくって、今、

世の中はこういうことが起こっているよと、わかっていますね、はい、シルバー

シート、シルバーのワッペンをあげますとか、地域によっては何かやっていらっ

しゃるところもあるらしいのです。 

そうやってやりがいをつくりながら消費者が自分自身で消費者の自分たちを

守っていけるような教育制度、教えるだけではなくて、取得して、感動して、そ

して、それを自分が使えるような、そういう制度を、これは冗談なのですけれど

も、私はこういうものをつくりたいなと実は思っていて、そういうものをつくる

と、おじいちゃんもおばあちゃんも私もシールを集めて、喜んでこういうことは

わかっているよとなるかな、そして、そこにピンがあったりすると、ちょっとい

いかなみたいな、そうやって消費に対する安全性を自分で確保していくにはど

うしたらいいかということを勉強するチャンスというか、そういったものを提

供できるようになるといいなと思っています。」 

川本パネリスト 

「発表をきょうさせていただいて、あるいはお話を聞かせていただいて、勉強

をさせていただいた中で思いますのは、防災とか高齢者の福祉分野で「自助・共

助・公助」という言葉がございます。これは消費者の分野でも当てはまるのでは

ないかと思っておりまして、自助、自分で守る、被害回復をする。共助、これは

見守りかなと。公助は行政による取り締まりだとか、これらが三位一体でないと、

高齢者、障害者の消費者被害は防げないのかなというふうに思っています。 

ただ、自助・共助ですけれども、これは市民とか町内会が勝手に頑張れという

ことでは恐らくなくて、それを助ける体制をつくるということが国とか自治体

に求められているのかなと思っています。自助のためには、先ほどから話に出て

いるつけ込み型勧誘取り消し権規定を初めとした、フェアなルールが制定され

るということが必要かなと。あるいは共助のためには、見守りステッカーを初め

とした、そういったものの法制化ということが必要なのかなと思っています。 
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あと、結局は誰が見守るのかということで、人の問題かなというところも思っ

ておりまして、まずは私自身が自分の地域の状況をよく知って、地域の活動に参

加をして、そういうところから始めていきたいと思っております。ありがとうご

ざいました。」 

黒木パネリスト 

「茨木市では、まだ消費者安全確保地域協議会ができていないのですけれど

も、今、設立に向けて検討を進めているところです。 

センターの相談員は、啓発の出前講座には出向くのですけれども、相談に関し

ても待ちの姿勢なのですね。なので、相談があって初めて動ける。ですから、ま

ずは相談していただかなくてはいけないのですけれども、実際のところ、消費者

被害に遭ったとしても、全員が相談されるわけではない。センターの存在さえ知

らない方もまだまだ多いと思います。 

その被害をできれば未然に防ぐ、防止して、被害に遭ったとしても早急に相談

してもらう。そのためには、やはり見守りの方との連携が必要になってくると思

います。高齢者とか、障害を持った方のすぐそばにおられる方が異変に気づいて

いただいて、センターにつないでいただくということが、被害の救済につながっ

ていくかと思います。 

きょうのお話を伺いまして、そのためにも地域協議会の設立は非常に意義が

あるものだと考えました。ただ、つくればよいというものではありませんので、

実効性のあるものにしていかなければいけないと思います。そこに果たす消費

生活センターの役割は大きいものがあると思いますので、今後、設立に向けて私

たちも頑張っていきたいと思いました。」 

薬袋コーディネーター 

「それでは、私のほうからは、資料の最後のページをごらんいただきたいので

すが、これは私の参考レジュメなのですけれども、消費者契約法は第３次改正の

つけ込み型勧誘、それから、特商法は去年の法の施行から５年なので、あと４年

以内にまた改正の話が来るのですが、勧誘拒否制度のほかに、訪問販売とかの登

録制が結構話題になっています。滋賀県の野洲市では登録制を日本で初めて導

入しましたし、海外でも登録制をとっているところは結構あります。さらに、預

託法につきましては、きょう川本さんからお話があったように、ポンジスキーム

にどう対応するのかということで、金融商品取引法の方向もありますし、あるい

は罰則強化ということもあると思います。 

これらを考えるに当たって、私が言いたいことが下の指矢印の２点でありま

す。１つは、消費者法の立法における考え方で、多数の被害が出なければ立法し

ない、そういう考え方からはもう脱却していただきたい。きょう蟹瀬さんがおっ

しゃったように、迅速さがないということで、「誰一人取り残さない」というの
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であれば、一人でも不公正な取引に遭えば、その勧誘が不公正なのであれば、そ

れを改める。そういう姿勢で行かないと公正な市場は出てきませんし、結局は後

追いの規制になってしまうと私は思っています。 

それから、ちょっと小難しい話なのですが、消費者基本法の消費者の権利の尊

重と自立の支援とは何かということを常に考えていきたいと思っています。皆

さんにも、ぜひとも考えていただきたいのですが、見守りネットワークをやって

いると、これは自立の支援だという認識をすごく強く自分たちでも持ちます。お

せっかいをするのだけれども、結局本人さんが動くように力をつける。協力する

ということで、これが自立の支援だと。センターでのあっせんとか相談も自立の

ための支援であって、決して何でもかんでも自分でできるものが自立ではなく

て、周りの人やセンターとか国とかに支えられながら主体的に行動する。それが

自立の支援だろうなと思っています。 

それから、権利の尊重につきましては、自主的かつ合理的な選択の権利を消費

者は持っている。つけ込まれたら、どんな契約であったとしても、それは自主的

かつ合理的な選択ではないと私は思います。そういうものは取り消せていいの

だというような発想をまず、持つのもよいし、さらには、飛び込み勧誘の場合は

不本意な契約をしてしまうということで、クーリング・オフとかが認められてい

るのですが、それを防ぐために事前の電話勧誘拒否登録制度あるいはステッカ

ー、これらも自主的かつ合理的な意思決定をする機会を確保するための一種の

支援だという位置づけができるかなと思っています。こういうことを皆様と今

後考えていきたいと思っています。 

マニア的な勝手な意見で時間をオーバーして済みません。」 
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＜総括コメント＞ 

最後に飯田事務局長から次のとおりの総括コメントを述べ、シンポジウムは

終了しました。 
「日本はこれから人口が減少する社会に入っていく。このように言われてお

ります。20 年後、30 年後には１億人の人口を割り込む。こういう社会の中で、

行政機能をどのようにつくっていくか。こういうことが議論の対象になってき

つつあります。 

総務省では、第 32 次だったと思いますが、地方制度調査会が活動を開始しま

して、そういう制度設計の話に入っております。それが今後の地方自治体のあり

方の基調になろうとしています。ですから、自治体の消費者行政もその枠内のこ

とにならざるを得ないと思うのですが、そこの調査会の議論のキーワードは、極

めて簡潔に言うと、連携とコンパクト化です。きょう出た議論のキーワードを２

つ取り上げるとすると、連携と地域ということになろうかと思います。この連携

なのですけれども、調査会の連携は、自治体間の連携なのですね。きょう我々が

話をしたのは、地域でのいろいろな構成員主体の連携の話でした。 

そこが地域のあり方を規定するということにもなっていくわけですが、この

連携という２つの言葉の意味合いは大分違っております。私は、きょう議論した

中で、主体的に関与する構成員によってその地域のあり方をつくっていく、ある

いは連携をつくっていく、こういう視点が非常に大事になってくるのではない

かというふうに感じたところです。 

極めて簡潔なのですが、感想を述べさせていただきました。ありがとうござい

ました。」 
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参加者のアンケート結果から 

 

会場では参加者にアンケート調査を行いました。アンケートには、 

 

・ 「行政のパフォーマンスを高める」ことと「消費者の自立意識を高める」こ

とはどうも反比例するのではないか？と考えさせられた。 

 

・ 元気な高齢者に対しては「意思決定」に関する教育を強化する必要を感じる。 

 

・ 「消費者行政部門の限界」について、さらに掘り下げてみる必要がありそう

に思いました。 

 

・ 具体的な消費者被害状況、大阪府消費生活センターのとりくみがよくわかり

ました。 

 

・ 消費者安全確保地域協議会におけるネットワークを活用して、高齢者の被害

を少しでも減るような地域社会になってほしいと感じました。それと同時に

消費者教育について、全世代が学ぶ機会を増やしてほしいと思います。 

 

・ 福祉部門と連携した見守りネットワーク作りは重要で、消費者安全確保地域

協議会の設立、運営等に協力していきたい。 

 

・ 複数の消費者安全確保地域協議会の活動報告や問題提起、各協議会からパネ

リストを出してもらってのパネルディスカッションを聞いてみたい。 

 

・ つけ込み型勧誘が法律に加わったことを機に救済案を決議に繋げて下さい。 

 

・ 地方消費者行政を地方の自主財源で対応させることは現状では無理だと思

います。国による支援の継続、拡充へ向けた取組をおねがいします 

 

・ 地域の事例、とりくみが参考になっている割には行政の動きは遅いと感じる。

超高齢化社会に向け、もっとスピード感のある対応、検討が必要。 

 

などの感想や御意見が寄せられました。 

 

以上 


